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誓約書（外部給電器）

＜申請者に関する誓約内容＞

＜上記を誓約し、内容に間違いがないことを確認した上で申請します。＞

＜暴力団排除に関する誓約事項＞

＜申請した外部給電器に関する誓約内容＞
私は、申請した外部給電器を要綱第１８条第２項に規定されている処分制限期間内に処分する場
合、埼玉県知事の承認を受け、指示された補助金額を返納します。

中古品ではありません。

役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的を
持って、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき。

役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的ある
いは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき。

申請者名（会社名・代表者役職・氏名）

役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関係を有
しているとき。

税金の滞納がなく、刑事上の処分を受けておらず、公的資金の交付先として社会通念上適切であ
ると認められる者です。

提出した申請書の記載内容に軽微な誤りがあった場合は、事実に基づき訂正されることについて
同意します。

補助事業で導入する外部給電器の利用等に関するアンケート調査が実施される場合は了承しま
す。

　補助金の交付の申請をするに当たって、また、補助事業の実施期間内及び完了後においては、下記
のいずれにも該当しないことを誓約します。この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことによ
り、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。

法人等（個人、法人又は団体をいう。）が、暴力団（埼玉県暴力団排除条例（平成23 年埼玉県
条例第39 号）第２条第１号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）であるとき又は法人等の役
員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員、団体である場合は代表者、理事等、そ
の他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団員（同条例第２条第２号に
規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき。


